
共同募金会による被災地支援、
地域の防災活動支援の試み

災害被害を軽減する国民運動の推進に
関する専門調査会（０６．７．６）

中央共同募金会

阿部陽一郎



1

共同募金の原則

•共同募金運動要綱に基づく全国協調の運動

民間性 地域性

計画性 公開性

参画性
福祉教育の
普遍性
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特 色

①公共性
（８割の市民が、寄付という具体的な方法で参加）

②信用性
（半世紀に及ぶ活動実績。寄付累計額：７５百億円超）

③制度化された民間のボランタリーな活動
（社会福祉法、寄付税制）

④計画性（資金ニードの集約と優先順位付け→配分
計画＝目標額→集める責任性）

⑤地域への還元性（寄付が地域に配分として返る
＝地域に貯金している）
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⑥配分面で間口の広さ・懐の深さ（特定テーマの
みの対応とは逆の意味での普遍性）

⑦全国（全市町村）的なネットワークがある

⑧潜在的なマーケットを抱えている（地域福祉の
ニーズの広がりが今後出てくる）

⑨情報が集積されている（全国の小地域を基盤と
して８万件の事業に配分）

⑩仲介機能が期待される（専門性を有したコーディ
ネーター（通訳）がいる）
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共同募金会が取り扱った主な資金の歴年推移（実績額）
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平平成成1155年年度度  共共同同募募金金にによよるる社社会会的的課課題題解解決決ののたためめのの事事業業へへのの助助成成のの分分野野別別分分布布図図  
（注） 平成15年度共同募金助成事業は全国で88,647件ありますが、ここではその内の一部の事業（延べ約9,000件）について、社会的課題等のキーワードによって抽出しています。なお、各分類の中に

は、他の分類と重複して抽出されている事業が含まれています。中央部分の「福祉」は、高齢者福祉事業、障害児者福祉事業、児童・青少年関係福祉事業など（この表では特に表示していません）。 

難難病病  

  

医医療療  

  

精精神神保保健健  

福福  

  

  

  

保保健健  

  
  

更更生生保保護護  

災災害害  

              ままちちづづくくりり  

  

環環境境活活動動  

  

祉祉                            文文化化活活動動  

  

国国際際交交流流  

外外国国人人支支援援  

  

                  教教育育  
  

女女性性((男男性性))自自立立支支援援  

アルコール依存 
25事業 
373万円 

ホームレス支援 
147事業 
1588万円 

薬物依存 
42事業 
858万円 

犯罪被害者支援 
3事業 

107万円 

自殺防止 
52事業 

2009万円 
児童虐待防止 

114事業 
2929万円 

不登校児支援 
38事業 

1178万円 

ＤＶ被害者支援 
25事業 
953万円 暴走族追放 

5事業 
30万円 

精神障害者支援 
2087事業 
36736万円 結婚相談 

75事業 
2420万円 

難病患者支援 
193事業 
6463万円 

福祉マップ作成 
83事業 

1264万円 

地域防犯 
215事業 
2899万円 

非行防止 
591事業 
5710万円 

地域環境美化活動 
652事業 
8967万円 

環境保護 
27事業 
148万円 

国際交流・支援 
37事業 
544万円 

在日外国人支援 
41事業 

1070万円 

生涯学習 
70事業 
977万円 

女性自立支援 
526事業 
6937万円 

男性自立支援 
197事業 
1658万円 

伝承活動 
652事業 
9180万円 

防災・災害対応 
815事業 

21575万円 

災害等準備金 
49事業 

36277万円 

動物ふれあい 
49事業 
808万円 

癌検診・患者支援 
14事業 
85万円 

原爆被災者支援 
138事業 
2090万円 

医療相談・講演 
229事業 
6994万円 

ホスピス講座 
2事業 
74万円 

病院ボランティア

51事業 
663万円 

医療機器整備 
6事業 

1212万円 

人権擁護・相談 
142事業 
1605万円 

ハンセン病元患者支援

53事業 
1295万円 

PTSD 
0事業 
0万円 

アニマルセラピー

6事業 
89万円 

分煙対策 
11事業 
451万円 

更生保護 
883事業 
7837万円 

エイズ予防 
1事業 
40万円 

福祉研究 
3事業 
66万円 

IT化支援 
86事業 

3043万円 

市民スポーツ 
276事業 
5453万円 

食生活改善 
139事業 
1218万円 

おしゃれ教室 
3事業 
28万円 

病後・院内保育 
7事業 

384万円 

ごみ問題 
26事業 
458万円 

ピア・カウンセリング

17事業 
355万円 

カウンセリング 
19事業 
410万円 

おもちゃ図書館 
213事業 
3078万円 

権利擁護 
53事業 

2685万円 
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共同募金＝地域福祉推進を通じた市民社会形成

国内災害被災地支援＋住民の防災活動支援

(災害時Ⅰ）
被災者への

義援金

募集

(災害時Ⅱ）
・災害ボランテ

ィア･ＮＰＯ

活動支援

・施設復旧支援

（平常時）

住民による

地域づくり、

防災･防犯

活動支援
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義援金配分の流れ（例：新潟中越地震）

義援金受付団体（税制優遇）
日赤新潟県支部・新潟県共募・新潟県庁・被災市町村・報道機関

送
金

新潟県中越地震災害義援金配分委員会
（義援金の集約・配分計画審議・決定）

配分

被災市町村
（被害状況調査・確定）

配分（振込） 被災者（世帯）
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「義援金」の理念・定義（例）

• 慰謝激励の見舞金の性格を濃厚に持つ
• 一義的には被災者の当面の生活を支える

《義援金の３原則》

• 「迅速性」（できるだけ早く配る）
• 「透明性」
（寄託者の意思を生かし、かつ適正に配る）

• 「公平性」
（被災者皆に被害程度に応じて等しく配られる）

「義援金取扱いのガイドライン」より引用

（１９９８年・日本赤十字社＊策定には中央共募も参画）
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災害別義援金支給額比較例

災害名（発生年） 義援金総額 全壊世帯平均額

雲仙普賢岳噴火
（90~94)

１７１億円 ２００万円

新潟豪雨災害（０４） ８．０億円 ２０万円

北海道南西沖地震(93) １９０億円 ４００万円

阪神大震災（９５） １７００億円 ４０万円

有珠山噴火（００） ２２億円 ５００万円

鳥取西部地震（００） ２．３億円 １０万円

京都府台風２３号（０４） ４．４億円 ９万２千円

新潟中越地震（０４） ３４８億円 ３８０万円

福岡西方沖地震（０５） １０億円 １００万円
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義援金をめぐる課題

■迅速性

・新潟中越地震（０４年１０月発生⇒第１次配分（１２月）
⇒第２次配分(０５年７月）
・福岡西方沖地震（０５年３月発生⇒10月配分）

■透明性（「慰謝激励」の見舞
金） ・福井県災害ボランティア基金（６

億５千万円）

（一部財源が県宛の義援金充当）

・福岡県災害ボランティア連絡会に積立（５千万）

■募集用語 義援金、救援金、活動資金‥

■公平性 被災地での義援金募集・配分体制
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災害ボランティア・NPO活動支援

• 阪神大震災を教訓に、都道府県単位で活動
支援資金積立着手（１９９８年・県内対応）

• 被災県に対し､全国から積立金を拠出･配分
できる「準備金制度」が法制度化（２０００年・社
会福祉法）

• ２００４年度は､全国で１億５千万円の拠出（財
源は、赤い羽根募金）

• ２００５年度（約３６百万円：山口､宮崎等水
害）
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準備金制度の運用

１．被災県が自県
積立金で対応

各県で３年度分積立
（上限：募金額の３％）

中
央
共
募
が
連
絡
調
整

２．ブロック等近隣県が
被災県に拠出応援

災害がなかった場合、
積立３年経過後、
取り崩して県内配分

３．被災県へ全国が
拠出応援

検証プロジェクト会議
設置（０５年２月～）
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主な助成対象

•被災地での災害ボランティアセンター等
の活動拠点の立ち上げ経費、事務所設置
費、活動費等

•ボランティアグループ・NPOが被災地域
で行う災害ボランティア活動費（災害ボラ
ンティアセンターの証明書が必要）

•公費補助の対象とならない福祉施設の活
動支援経費、施設整備・設備等の経費

• 被災状況や資金ニーズにより臨機な措置
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２００４年度は全国で１億５千万の拠出

• 新潟県中越地震災害に伴う災害ボランティア・NPO
活動に対して、約1億2千万円が全国の共募から新
潟県共募に拠出されて、同県共募により配分

• 被災市町村に設置された災害ボランティアセンター
の活動費として、即応的に300万円が第１次配分と
して送金

• 第２次配分を併せ総額約８５００万円が各センター
へ配分

• 個々のボランティア･NPO団体から申請のあった活
動費への配分も実施
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災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ･市民活動支援に関する
検証プロジェクト会議の設置と目的

• 同会議の目的
民間分野における災
害時の支援体制（資
金、モノ、コーディネー
ター、災害ボランティ
アセンター）ついて、今
後の災害発生の際に
仕組みづくりとして残
すための検討

• 被災地での連絡調整のた
めの関係者派遣事業

• 災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ、NPO
への調査を通じた検証事
業（①ｾﾝﾀｰへのﾋｱﾘﾝｸﾞ､
②NPOへのﾋｱﾘﾝｸﾞ、③全
国から災害VCへの派遣ｺｰ
ﾃﾞｨﾈｰﾀｰへの書面調査等）

• 中越地震被災地復興に向
けた助成事業

• 今後の災害時に、検証結
果・提言のフォローアップ
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検証プロジェクトの成果

Ⅰ.新潟中越地震被災におけるボランティア活
動の成果について検証しました

Ⅱ.今後の災害時のボランティア活動のあり方
を見直しました

Ⅲ.復興期のボランティア活動への資金提供を
実施しました
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中越地震被災地復興に向けた助成事業

◇被災地復興のためのプロジェクト活動を対象

◇助成の際のポイント

①被災地で暮らす人たちの潜在的な力を引き出し、高め
ていこうとしているか

②被災地での新しい社会的事業・活動へと発展する可能
性があるか

③被災者をはじめ様々な人たちの参加と協力が得られて
いるか

◇対象経費：直接経費のほか人件費等間接経費も対象
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3つの調査から提案をまとめました

• 現地災害ボランティアセンター15ｹ所へのヒ
アリング調査

• ボランティア団体・NPO15団体へのヒアリン
グ調査

• 現地に派遣された社会福祉協議会職員
429名のアンケート調査
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(例)派遣職員の80%以上は、
災害VCの活動が有意義だと回答しました

(新潟県内) n=326 (新潟県外) n=103 (全体) n=429

非常に有

意義であ

る

50%
有意義で

ある

39%

無回答

1%

どちらか

というと有

意義でな

い

0%

どちらとも

言えない

10%

非常に有

意義であ

る

39%

どちらとも

言えない

16%

無回答

3%

有意義で

ある

42%

有意

義で

ある

40%

どちら

とも言

えない

11%

どちら

かとい

うと有

意義

でない

0%

非常

に有

意義

である

48%

無回

答

1%
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被災地におけるボランティア活動の
有効性が示唆されました

• きめ細やかな被災者対応が可能になる
• 被災地域の住民パワーが高まるよう応
援できる

• 要援護者対応力を強化できる

被災地と全国の支援者のつながりを活かす

ボランティアセンターが15ケ所に設置された
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とはいえ、ボランティアセンターは
発展途上にあります

• 初動体制のノウハウが不足している

• 被災者主体になりきれず、個人ボラン
ティアやNPOの力を活かしきれない

• 人材、物資、資金、情報の循環を支え
るしくみが未整備である
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災害ボランティアセンターの
充実を図る必要があります

• 災害ボランティアセンターの重要性や
よりよい運営のあり方について考え方を
まとめ、情報の共有化を図る

• 人材、物資、資材、資金、情報の循環を
変えることをめざし、平常時からしくみ
づくりに取り組む
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今すぐできること

１．人材の有効活用を促す

２．必要な物資、資材がすばやく現地に届く
しくみを作る

３．資金の効果的な投入を促す

4．緊急時情報センターの設置を検討する
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１．人材の有効活用を促す

現状：多くの人が活動しやすくなったが、
コーディト人材が不足し、被災者の不安を
払拭できない

コーディネート人材の養成、専門性のある
人材のバンクの形成、必要な人材を現地
に派遣するしくみを構築する
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２．必要な物資・資材がすばやく現地に届くしく
みをつくる

• 現状: どの時期に、どのような物資･資材
が必要かが明らかになり始めているが、

あちこちから大量に送られる物資を仕分け、

届けることが、混乱する現地の負担になっ

ている

ボランティアセンター設置セット、避難所運営

基本セット、等がすばやく届くしくみを構築する
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3.資金の効果的な投入を促す

現状: コーディネートの人材の人件費他の
間接経費、長期ボランティアへの支援経費

長期展望をもって実施するプロジェクト経費

などが不足している

企業、NPO、社協、共募、日赤、助成財団等
による協議を重ね、新たな資金還流を構築する
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日常から協働で取り組みを始めることが望まれます
（災害ボランティアネットワーク図）

被災地を応援する全国エリア

被災地・被災者が暮らすエリア

避難所 孤 立地区
他地域

ひと り一人
の被災者

・より早急な復旧へ
・被災状況の確認
・災害救助法他への対応

・情報交換の充実

・被災者によりそう
・ニーズ把握
・相談窓口提供
・情報の提供
・ボランティア活動の実施

被災地内
企業

センター
支援を行う
被災地外ＮＰ
Ｏ

被災地
福祉施設

被災地内
ＮＰＯ

被災地
地縁団体

派遣
スタッフ
チーム

地元ＪＣ他
企業

自発的に
活動をする
被災地外
ＮＰＯ

協働で運営する
災害ＶＣ組織構成例

さまざまな
団体

応援を
希望する
個人

・必要とされる人材・資金・
資源を現地へ

被災
都道府県
共募

近隣
市町村
社協

・コーディネートスタッフの派遣
・災害ＶＣとＮＰＯの基盤を支える資金提供
・災害ＶＣとＮＰＯの基盤を支える資源提供

被災地都道府県
社協

労働組合他
労働者のプ
ラット
フォーム

後方支援
を行う
ＮＰＯ

日本経団連
他企業の
プラット
フォーム

民間助成
財団他
支援機関

中央共募

全社協

全
国
各
地
の
行
政
機
関

国
の
行
政
機
関

被

災

都

道

府

県

行

政

機

関

全国各地
の
社協

被災地内ネットワークイメージ

広域支援を支える
ネットワークイメージ

被災地
市町村社
協

被災地
市町村行政
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住民による防災・減災活動支援

• 創設60年記念 全国共通配分テーマの設定

• テーマ：「安心・安全なまちづくり支援～地域の安
心・安全の暮らしを住民とともにつくる活動の支援」

• 助成メニュー例
災害ボランティア活動支援、防災・減災活動支援

災害ボランティアコーディネーター養成研修、

災害ボランティア育成研修、地域における防犯や安
全なまちづくり活動
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「地域をつくる市民を応援するファンド」への転換

• 中央共同募金会に企画･推進委員会を設置
• ６月に創設６０年を契機とした共同募金改革素案を
協議のたたき台として作成

• 明春に委員会から報告
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共同募金改革の方向性

• 地域社会再生のための新しい地域貢献型の機能
• 自発的、自律的な市民の活動を支援する機能
• 地域における信頼のネットワーク形成を支援する機能
• 安心・安全な地域開発の福祉コミュニティづくりを支援
する機能

• 新しい価値形成につなげる運動性を担保する機能
• 社会的な課題解決のためのキャンペーン型機能
• 年間を通して市民参画をすすめる機能
• 企業の社会貢献活動を支援する機能

• 寄付や助成の流れや仕組みを支える「ひと」を育てる
機能
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